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『 消 費 者 契 約 法 （４） 』 
 １０月１３日のＧＨオーナーズセミナーにおいて消費者契約法につき、若干の説明を

しましたが、出席されておられない方もいると思いますので、前回に続いて消費者契約

法について説明します。 

 今回は契約当事者双方が合意の上、契約したにもかかわらずその契約の一部の条項が

無効となるケースです。その条項の全部が無効になる場合と条項の一部が無効となり修

正される場合があります。 

１．契約条項が全部無効となるケース 

 ①事業者が故意過失によって債務を履行しなかった場合であっても一切の損害の賠償

責任を負わないとの規定、また責任の一部を免除するとの規定 

 ②事業者が債務の履行の際に行った不法行為について、故意過失によって損害を与え

た場合であっても一切の損害の賠償の責任を負わないとの規定、また責任の一部を免除

するとの規定 

 ③売買契約など代金を支払う契約において、消費者が購入した物などに隠れた欠陥が

あった場合、民法ではそれを消費者が知った時から 

１年間事業者がその責任を負わなければならないのに、その責任を一切負わないとの規

定、但し他の欠陥のない物を事業者が提供したり修繕をするとの規定が加えられている

場合は有効です。 

 ④民法、商法などの法律の規定に比べて、消費者の権利を制限したり、逆に義務を重

くするなど、信義誠実の原則から見て消費者の利益を一方的に害する規定。例えば、正

当な理由なく消費者からの解約を認めない規定、逆に事業者からの解約を通常より容易

に認める規定、事業者の選んだ物に紛争の解決をさせるとの規定、正当な理由なく消費

者の権利の行使期間を制限する規定などがこれにあたります。 

２．契約条項が一部無効となって修正されるケース 

 ①契約の解除に伴う損害賠償額が予定されていて、その違約金の額が不当に高い規定。

例えば、英会話学校、専門学校、エステなどで中途解約した場合の高額な入学金、授業

料を一切返還しないとの規定。事業者に生ずべき平均的な損害を超える部分のみが無効

となります。従って、消費者は支払った金額のうち平均的な損害額を超える部分の返還

を求めることができます。 

 ②契約に基づく金額の支払いが期日に遅れた場合に、年利１４．６％で計算した金額

を超えてその後支払いをさせる条項。例えば年利３０％の違約金を定めた場合。この場

合、１４．６％を超える部分が無効となり、この場合の違約金のみ支払えばよいことに

なります。 

 以上の内容はすべて事業者と消費者間の契約のみに関するもので、消費者を保護す

るための規定です。今後、この法律が使われるケースは非常に多いので、十分理解す

るよう努めることが必要でしょう。 


